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はじめに

　環境科学研究所報第 42 号の発刊に際しまして、ご挨拶を申し上げます。
　あくまでも、個人的な見解ですが、環境科学研究が公害というキーワードを失って久し
いと思います。当所は、設立目的に地域の公害対策に資することであったのは、言うま
でも無いことです。昭和 40 年に設立された当初は数名の所員で細々と一般環境の現状把
握、工場の排ガスや排水分析を行ってきました。時は流れ、産業公害という工場由来の環
境汚染は沈静化しましたが、環境への意識は益々高まり、例えば、1992 年に開催された
「リオのアースサミット」では実に 172 カ国から政府・産業界・地方自治体・ＮＰＯなど
の代表約４万人が集まり、環境という言葉が世界の共通語になっていることを知らしめま
した。ちなみに、このサミットに本市も参加し本市の公害克服や国際貢献の実績が評価さ
れ、「国連地方自治体賞」を受賞しました。
　環境に大きな注目が集まる中で当所は国や市の施策に基づき従来の環境調査や化学物質
問題などへの対応に加え、環境国際協力や環境教育などの新事業も展開してきました。そ
の後、これらの業務は現在のアジア低炭素化センターや環境ミュージアムなどの施設や組
織に繋がり、環境局の主要事業の一端を担っています。このように当所は環境施策の分野
で、いわばインキュベーション施設としての役割を十分に果たしてきましたが、公害問題
の終焉に伴い、現在、担うべき新たな分野を構築する産みの苦しみを味わっているところ
です。

　その一方、微生物部門では感染症の地球レベルの広がりを受け、いわば、わが国のファ
イヤーウオールとも言うべき大きな期待が地方の衛生研究所にかけられています。平成
27 年上期の韓国におけるＭＥＲＳ騒ぎに見られるように感染症の侵入を防ぐには水際の
対応が最も重要であり、そのための検査精度の維持、向上は必要不可欠です。
　そこで、国では平成 28 年度４月１日施行の感染症法の改正に伴いＧＬＰの考えを従来
の食品や上水道に加え、微生物分野にも拡大する予定です。それを受けて、当所ではＧＬ
Ｐ構築に向け準備を進めつつありますが法の規則等に明確な決まりが無いため当所独自の
考えに基づき作業を手探りで進めているところです。精度の高い検査結果を出すのは研究
者としてのプライドでもありますので、しっかりとしたシステムを構築すべく担当者が努
力を重ねています。
　最後になりますが、今後も環境・保健衛生の分野でしっかりと責任を果たしていきます。
皆様の一層のご理解、ご協力を賜れば幸いです。
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